
                     熊本県技能尊重推進功労者等表彰要項
１　目　　的
　この要項は、技能士の処遇向上又は技能振興・人材育成確保等に努めるなど、技能尊重の推進等に著しい功績が認められる県内の中小企業の事業所（中小企業基本法（昭和38年法律第 154号）による事業所で別表第１の要件のいずれかに該当するもの。以下「事業所」という。）又は団体等並びに別途定める技能競技大会等で、優秀な成績を修めた者を知事が表彰することにより、技能尊重気運の醸成と技能士の処遇や社会的地位の向上、技能水準の向上を図ることを目的とする。
２　被表彰者及び表彰基準
 (1)　技能士の処遇向上に関する功績
①　事業所
　　　就業規則、給与規程等に技能士の処遇に関する基準を定め、事業所を挙げて技能士の処遇向上に努めるなど技能尊重の推進についての功績があり、５年以上にわたり他の模範と認められる実績を有すること。
  ②　団　体
　　　団体の総会等において技能士の処遇に関する基準を定め、団体を挙げて技能　　士の処遇向上に努めるなど技能尊重の推進についての功績があり、構成事業所　　の８割程度以上において、その基準以上の処遇が実行されているものであるこ　　と。
  ③  技能士処遇の基準
    　事業所又は団体で定める技能士処遇の基準が、熊本県商工観光労働部長、熊
本県職業能力開発協会長及び熊本県技能士会連合会長が共同で提示した「技能士資格手当の標準的処遇基準」（別表第２）以上のものであること。
(2) 技能振興・人材育成等に関する功績
 ① 技能士・技術者の育成確保やその技能・技術の向上に向けて、計画
　的・体系的な雇用や職業訓練の実施、キャリア形成への支援などに熱
　心に取り組み、技能振興・技術向上に長年の功績がある事業所又は団体
2 技能の魅力や重要性を広く一般に知らしめ、その業界の社会的地位の向上及
び技能尊重の推進に著しく貢献した事業所又は団体
3 県が実施する技能振興・産業振興の事業等において、長年にわたり熱心に協
力し、技能・技術水準の向上に著しく貢献した事業所、団体又は個人
※（1）①及び（2）の功績で被表彰者となる事業所は、雇用保険適用事業所であること。
 (3) 技能競技大会等に関する功績
 技能競技大会（技能五輪国際大会及び全国大会、技能グランプリ、若年者ものづくり競技大会又はこれらに準ずる全国大会）、アビリンピック国際大会及び全国障害者技能競技大会アビリンピックのいずれかにおいて、金賞、銀賞、銅賞又はこれらに相当する賞により優秀な成績を修めた者
３　被表彰者数

 (1) 技能士の処遇向上に関する功績
　　  被表彰者の数は、原則として事業所については１０事業所以内、団体については３団体以内とする。

　(2) 技能振興・人材育成等に関する功績及び技能競技大会に関する功績

　　　被表彰者の数は、知事が必要と認めた数とする。
４　被表彰候補者の推薦及び選考

 (1)　技能士の処遇向上に関する功績
①　被表彰候補者は、熊本県職業能力開発協会若しくは熊本県技能士会連合会の
構成会員である事業所及び団体、その他全県的な団体又は職業能力開発推進者
を選任している事業所（以下「推薦団体等」という。）から推薦された者の中
から選考する。
2  推薦団体等からの被表彰候補者の推薦は、事業所、団体それぞれ１件とする。
③  推薦団体等から被表彰候補者の推薦をするときは、次の書類を１部提出する
ものとする。
　　ア　推薦調書（別紙様式第１）
　　　　事業所については、「雇用保険適用事業所設置届事業主控」の写しを添付
すること。
　　イ　その他資料
　　　　事業所については、就業規則及び給与規程等、団体については総会議録の写し等（抜粋でも可）をそれぞれ添付すること。　

(2) 技能振興・人材育成等に関する功績
実績に基づき、県において選考する。

(3) 技能競技大会に関する功績
各競技大会の結果に基づき、県において選考する。

５　被表彰者の決定
(1)  技能士の処遇向上に関する功績

知事は、推薦団体等から推薦のあった被表彰候補者について、提出書類を審査のうえ被表彰者を決定する。
(2)  技能振興・人材育成等に関する功績

知事は、実績に基づき、被表彰者を決定する。

ただし、必要に応じて別紙様式２により、関係機関等の意見を聴取する。

(3)  技能競技大会に関する功績

知事は、各競技大会の結果に基づき、被表彰者を決定する。
６　表彰の方法
 (1)　表彰は、表彰状及び記念品を授与して行う。

 (2)　表彰状及び記念品の内容については別途定める。
 (3)　表彰の実施時期は、原則として「職業能力開発促進月間（毎年11月）」と
する。

　なお、これにより難い場合は、必要に応じて表彰を行う。
７　その他
　　この要項に定めるもののほか、表彰の実施に関し必要な事項は、別に定める。
　　附　則
１　この要項は、平成８年４月１日から施行する。
２　技能尊重推進功労者表彰要項（平成５年８月16日制定）は、廃止する。
　 附　則

１ この要項は、平成２５年９月２４日から施行する。
別表第１
　
	　区　分　
	資本の額又は出資の総額
	常時使用する従業員の数
	　　　　　

	小売業
・飲食店　
	　 ５，０００万円以下
	           ５０人以下
	

	サービス業
	　 ５，０００万円以下
	         １００人以下
	

	卸売業
	　 　　　　１億円以下
	         １００人以下
	

	その他
	  　       ３億円以下
	         ３００人以下
	


　　　
別表第２
　技能士資格手当の標準的処遇基準　　　　　　　　　　　　
	　区　　　分
	　　 月　　額
	　日　　額

	特級技能士
	１５，０００円以上
	７００円以上

	１級技能士
単一等級技能士
	１０，０００円以上
	５００円以上

	２級技能士
	　５，０００円以上
	２５０円以上

	３級技能士
	  ２，０００円以上
	１００円以上
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